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2011年5月1日隔月1日発行第256号発行ハンド・イン・ハンド
「老後アンケート」 結果報告①
1．アンケート算一部　【回答者の属性】
●40～50代で高学歴
　回答いただきました皆ざまの年齢で多かったのは、右のグラフ（図1：
年齢）にありますように40歳・50歳代で全体の70％程でした。「老後に
ついてのアンケート」でしたので比較的年代が高かったようです。住まい
は、関東圏が40％、関西圏が300／・、最終学歴は大学・大学院が45％、
短大・高専が300／oでした。具体的に50歳代では大学・大学院が半数を占
め、35年程前の女子の大学進学率が13％であったことを考えますと、か
なり高学歴であることが分かります。
　図1：年齢
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●平均離婚年数16年、子どもの平均年齢25歳　　　　　　＼　　　50暫54歳
回答者の9割近くが離婚をしており、tecよ配儲と別居中でLt、。　　＼＼」竺／
　離婚経過年数は1年から30年に及び（最長1人のみ48年）、平均で16
年（11年～20年未満4割、1年～10年未満及び21年～30年、各3割）でした。
　離婚してから平均で16年は、長い。ハンドの会員は離婚後1年以内に入会する人が圧倒的多数です
ので、アンケートの協力者は長く会員であり続けてくだざつていると言えますし、テーマが「老後につ
いて」でしたので、離婚後、間がない人たちは老後について考える心境になかったのかも知れません。
全員に子どもがいて、1世帯当たりの平均人数は1．7人用（2人［全体の50％］、1人［40％］、3人［10％］）
でした。ちなみに50歳代の平均は1．8人、40歳代は1．4人でしたが、その時代の合計特殊出生率と比
べてみると回答者の子どもの数は一般よリ少ない結果となりました。回答者の子どもの平均年齢は25
歳（2～40歳）、社会人6割引幼児・学生が4割、男女比及び同居・別居率はほぼ半々、社会人で親
との同居率は3割でした。社会人になる子どもが親と同居している率が高いことは、背景に経済的な
問題があるのかも知れません。
寄せられた声のご紹介 1－28「その他ご自由にお書きくだざい」より
ざまざまなお声をお寄せいただきましたが、やはり多いのは、「老後への不安」でした。
自分の娘たち、息子たち、孫たちを心配する声も。
『老後を大変に不安に思っています。体の続く限り働きたいと思いますが、どうなるかわかりません。
今は親の家に住んでいますが、私一人で両親の介護、土地の管理をしてゆけるのか心配です。
子供が3刷いてもあてにはできません。
定年になったら色々としたいとは思っていますが、どうなるかわかりません。』　（50代前半：離婚して18年）
『私が離婚してから18年も経ちました。未だに一人娘を扶養しており経済的には底辺です。
ふと気付くと、娘世代の人達の離婚話を聞くようになりました。私の頃より、今の若い世代の
人達の方が、男女を含め仕事探しも大変そうです。ひとり親家庭の人は世代を問わず、
今後暮らしていくことができるのか、不安です。』　　　　　　　　（50代前半：離婚して18年）
『人生って、若いときは考えもおよぼない事件が次々とおこって来ますね。
二人の子を抱え、その時精一杯考えて行動してきたつもりでしたが、社会や行政の方針でこ
うも激変し、全く今後の予定も計画も立てられなくなってきた62才です。本当にとまどっ
ています。働き続け、子を独立させ、“年金で生活しよう”と思っていましたら、非正規雇
用社員（50歳代から）であった為、もらうべき公的年金は、専業主婦よりたった一万円多
いだけです。母親（遠距離）の介護とリーマンショック後の不況。不安だらけで、お門真っ黒！』
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（60代前半：別居中）
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「老後についてのアンケート」の結果をご轄告いたします。
かなり個人的で詳細な質同にも関わらず．59名の皆ざまにご協力いただきお礼を申し上げます。
今回はそのうち別居中・離婚している方51名にしぼVs老後にむけて備えがあるのか．どう備えようと
しτいるのか、概況をお伝えい免します。　　（総括：円より子・レポート細井純子・アシスト：倉林！満木）
●65歳以上の65％が現役・収入あり
　回答者のうち仕事のある人が全体の85％、ない人が
15％でした。働き方としては正社員（45％）、契約社
員・派遣社員・パート（合わせて25％）、自営業（15
％）、公務員（10％）になります。ちなみに65歳以上
では、回答者の65％が現役で働き収入を得ています。
国民基礎調査によりますと、平成18年に母子世帯の母
の84．5％が就業、常用雇用者が42．5％ですが、これは
今回のアンケートの回答結果とほぼ一致しています。
　右の図2は、内閣府平成21年版男女共同参画白書に
ある「女性のライフステージに応じた働き方の希望と
現実」（調査対象は30～40歳代女性）ですが、女性が
結婚し、子どもを持つことで、正社員を続けることが
いかに困難であるかを示しています。その意味では回
答者の45％が正社員であるのは、「シングルマザーで
あるお母ざん、頑張っている」ということになるので
しょう。
　仕事と関連するのが収入です。多い順に回答を並べ
図2　「女性のライフステージに応じた働き方の現実」
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ますと、200～299万円（30％）、300～399万円（20％）、100万円未満及び100～199万円（各15
％）になります。シンプルにいえば、年収400万円未満が全体の8割、300万円未満が6割です。国
民基礎調査（平成18年）では、母子世帯の1世帯当たり平均所得金額は212万円（全世帯：564万円
、高齢者世帯302万円）ですが、母子世帯平均所得の中には児童扶養手当等の社会保障給付金や別れ
た配偶者からの養育費等も含まれますので、いかに母子世帯の収入が少ないかが分かります。なお、厚
生労働省全国母子世帯等調査結果報告（平成18年）では母子世帯になってから5年未満の平均年間収
入は191万円、5年以上は236万円ですので、離婚すると精神的にも経済的にもダメージを受けるこ
とになりそうです。今回の回答者では500万円以上（上限900万円未満）が1割いますので、平均を
とれば今回の回答者は母子世帯平均所得よりは高収入になります。離婚後の平均年数が16年なので、
その間パートから正社員へと多くの人が資格を取る勉強をしながら頑張ってきた結果が平均よりいい状
況になっているといえます。それでも年収400万円以下で子どもを扶養するのは経済的に厳しいこと
でしょう。
●60歳以降は家族から解放される？
　住居では「一戸建ての持ち家」（30％）、「親または子どもの持ち家」（25％）、「マンションの持ち家」
（20％）、つまり何らかの形で「持ち家」のある人が全体の75％になります。厚労省母子世帯調査（前
述）の住居状況では「生別母子世帯持ち家率は31．70／o、母本人の名義の持ち家率は7．996」ですので、
回答者の持ち家率はかなり高いことになります。ハンド会員は調停離婚や裁判離婚をした人の割合が高
いので、財産分与として家を受け取った人が多いこと、また、働いて離婚後に家を買う人もいるのでこ
ういう数字になると思われます。その一方、民間賃貸住宅の人が15％、その中の半数が年収299万円
以下ですので、家賃負担が大きな回答者もいらっしゃることになります。
　次は扶養家族についてです。『扶養している人』に関しては、扶養している人が「いる」が全体の6
割、「いない」が4割でした。誰を扶養しているか（除：ペット）では、子どもが90％、親が15％、
中には子どもと親の両方を扶養している人もいました。なお、親を扶養している人は全て50歳代前半
でした。45歳未満までは全員に扶養家族がいますが、50歳代になると扶養家族がいる人は6割に減り
、60歳以降は「いない」でした。つまり、家族との責任ある関わりは50歳代まで、60歳以降になる
と家族から解放ざれ、自分中心で生きていけそうです。
　第一部最後の質問『あなたが介護をしている人』ですが、「いない」とした人が86％、「自分の親」
とした人が16％（8人）でした。親を介護する人の年齢層は50歳代が5人、40日代2人、60歳代1
人でした。「自分の親」を介護している人全員が仕事を持ち、そのうち2人に扶養する子どもがいます
ので、子育てと親の介護ではかなり大変なことでしょう。
（5）
2011年5月1日隔月1日発行第256号発行ハンド・イン・ハンド
ll．アンケート箪二部　【生活の保障ts　？老後への思いは？】
●定年があっても身体の続く限り働きたい7
　これまでのr最も長い働き方』をみますと正規雇用（65％）、非正規雇用（20％）、自営業（10％）で、
図2の正社員の割合と比べると、今回の回答者は、正規雇用で働いていた人が多かったようです。ざて
働くとなるといつまで働くのでしょうか。
　「現在の仕事に定年がある」人は6割、「ない」人が4割でした。定年の年については、「定年がある」
とする人の大半が60歳、全員が65歳で定年を迎えることになります。そして『いつまで仕事を続け
ますか』の質問には、「身体の続く限り働きたい」（50％）、「定年まで」（15％）、「死ぬまで働く」（10％）、
「自分の決めた年齢まで」（10％）となり、決めた年齢の殆どが65歳でした。「その他」（15％）には、
「需要がある限り」（自営業、50歳代）から、「できることならすぐにでも辞めたい」（公務員、50歳代）
とまでありました。このアンケートの回答をみる限り、たとえ、「身体の続く限り働きたい」という気
持ちがあっても「65歳」という定年の壁が立ちはだかるようです。働きたいという意欲、働ける条
件、働ける場所、それぞれが上手く連動するといいですね。
●7割が老後は月10万円以下で生活
　公的保険・年金（重複回答）加入の多い順は、厚生年金（55％）、雇用保険（各45％）、国民健康保
険及び国民年金（各40％）、企業組合健康保険（20％）、共済組合健康保険（15％）、共済組合年金（100／o
）でした。また民間保険（複数回答）では生命保険（65％）、医療保険（40％）、損害保険（30％）、年
金保険（30％）、学資保険（14％）、無加入（100／・）でした。保険・年金の複数加入の最高では、公的
保険・年金4つ、民間保険5つがありました。これも老後への備えなのでしょうが、公的保険・年金
は加入していても民間保険無加入という人もいました。
　老後に受給する年金額（月額）ですが、多い回答順は7－10万円（35％）、次に6．6万未満及び10－15
万円（各2096）、そして15万以上及び6．6万（各10％）、無年金（5％）となっています。この結果か
ら、老後、月10万円以下で生活しなければならない人が全体の7割に及びますので、たとえ、年金・
保険に入っていたとしても、それは老後の生活において「安心できる保障」とはいえないようです。
　保険・年金が老後の保障にならないとすると、最後の砦となる預貯金
についてはどうでしょうか。回答者の預貯金額は、なし（8％）、100万
円未満（16％）、100－399万円（30％）、400－699万円（14％）、700－999
万円（100／・）、1000万円以上（20％）でした。400万円未満の人が全
体の半数以上であることは、預貯金も老後の生活の保障にはならないよ
うです。中には1000万円以上の人が2謡いらっしゃいました。
　預貯金の目的（複数回答）は、「病気や事故の備え」（60％）、「老後
の備え」（55％）、「生活費」（40％）、教育費（30％）など、「備え」だ
けでなく、今の生活費や教育に回していく人も見られました。従って、
預貯金は保険や年金と同じように、老後の生活において「安心できる保
障」にはならないようです。
図3預貯金額
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●老後の経済的準備。85％ができていない1
　保険も年金も預貯金もあてにならないのでしたら、今から老後のために準備できることは何でしょう。
　まず、老後の生活費ですが、『老後の暮らしには年間いくら必要だと思いますか』の多い回答順は、200
万円台（40％）、と300万円台（30％）、100万円台（25％）、400万円台（5％）でした。先ほどの回
答で保険や年金額が年間100万以上が70％、それが200万円以上となると10％もいないこと、そし
て老後の生活費を預貯金で補えない現実。でも生活費には200万円か300万円は必要、とする現実は『老
後の経済的準備』ができているかどうかの質問の回答（できていない人85％、できている人15％）の
裏付けとなります。
　では、経済的準備ができていない人は、老後、お金の足りない分、どうしたらいいのでしょう。複数
回答ですが、「見当もつかない」（45％）、「貯金の切り崩し」（25％）、「仕事継続あるいは仕事増加」（15
％）、「親の遺産」（15％）ですが、さらには「子どもから」（10％）や生活保護等公的資金（5％）に頼
らざるを得ないとする人もみられました。とはいうものの、選択肢にある「元配偶者からの援助」「親
族からの援助」を選んだ人は誰もいませんでした。お金よりも「自立した生き方」の方が大切なのですね。
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●ピンピンコロリ（PPK）
　突然ですが、「ピンピンコロリ（PPK）」という言葉、聞いたことがありますか。この言葉には病気を
せず元気に長生きし、コロリと死ぬことができれば、という意味があります。誰もが元気で老後を迎え
たいと願うのは当然ですが、次は健康について考えてみましょう。
　健康について現在、「非常にあるいは人並に健康」である人が8割、「病気がちあるいは病気」の人
が2割でした。そして「老後の健康に不安」のある人が9割、ない人は1割でした。それでは今、健
康維持をしているかどうかとなると、している人6割（主に運動や食生活への注意）、していない人4割、
という結果になりました。今は健康で、健康維持に心がけても、老後の健康には自信がない、といった
ところでしょうか。
続く「老後の過ごし方」については次号にてご報告を予定しています。
ご意見・Es感想をどしどしお寄せくだざい1
　　　　　　・・・・・・…　　　事務局よリ　・・・・・…
　アンケートにご協力いただきましたみなさま、本当にありがとうございました。
　実態把握のため網羅しようとするとどうしても設問数が増えてしまい、ご苦労をおかけし
ました。自由記入覧に両面にわたって思いをつづってくださった方もたくさんいらして、母
子家庭のお母さんたちの老後の問題の重みをずっしりと受け止めました。中には胸が詰まる
ような回答もあり、回答するのがどんなに辛かっただろうかと、申し訳ないような気持ちに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・sもなりました。みなさまからの声を大切に活かしてまいります。 　　 Myt
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　v　次号では、アンケート後半の、老後の過ごし方についてご報告をする予定です。また、こ
のアンケートを受けて、どんな支援があればいいのかなどさらなる調査や、社会提言など実
施していきたいと考えています。引き続きご協力いただけますようお願いします。
　尚、本アンケートの分析は田園調布学園大学・洗足こども短期大学非常勤講師の細井純
子さんが行ってくださいました。心から感謝申し上げます。
／／・一．「弁護士110番～番外編～」
嬢士　　，竹，1幸　　　血06－6393－1331
　震災・原発被害にあわれた皆さんには心からお見
舞い申し上げます。
　震災に関連して、弁護士110番を書くようにと
仰せつかりましたが、震災直後は、皆さん生きるの
に必死ですから、離婚をテーマに書くのは少々困難
です。
　阪神大震災直後の経験からは、住宅ローンの残っ
ている住宅が壊れた、流された。その為、新しい家
の家賃と前の家のローンの2重負担で支払いが難し
い。土地があるけど現預金がない、収入もない、生
活保護は貰えるか？借地上の建物が壊れた、家を建
て直すことを地主さんが承諾しないがどうずればい
いか？など経済的相談が多かったと記憶します。ま
ず生きるのが先で離婚どころではないということで
はないでしょうか？災害は夫も妻も、地主も借地人
　　　　　　　　　　　　も、雇用主も労働者も皆華翻転％
輔帽』爾∴灘鵡
が被害者になりますか
ら、平時の紛争のように
法律を形式的に適用して
解決というわけにはいき
ません。
　阪神大震災の直前まで離婚訴訟を準備していたの
に、地震の時「本棚が倒れてきたけど夫が庇ってくれた。
命がけで私をかばってくれた。夫は私を本心では愛し
ていた」と離婚をやめた方がありました。逆に仲が悪
かったわけではないのに、緊急時に夫が自分のことに
精一杯で家族に配慮を示さなかったといって離婚を決
意された方もありました。人としての本質が見えたと
いうことでしょう。これから、余裕がでてくるにつれ
て家族の問題もいろいろでてくることと思いますが、
今は生きるという最重要課題を優先すべき時でしょう。
　先日東北の女性が、離婚しようと思って準備してい
たのに、夫の実家が津波に流されて両親が息子夫婦の
家に来ると言う。来てほしくない、離婚の話を進めた
いと希望されているという話を聞きました。しかし、
今離婚の話を進めるのは時期がまずいように思いま
す。夫にしても、明日の仕事・暮らしをどうしょうと
苦悩しているときに離婚の協議に入ってくれというの
は大変な負担を強いることになりますし、妻にしても
冷静な判断ができる状況ではなさそうに思います。皆
が被害者である災害時にはそれなりの対応を工夫する
必要があるように思います。
（7）

